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【韓国】政権与党による司法改革を目的とした法改正 
 

海外立法情報課 藤原 夏人 

 

＊2026 年 3 月 12 日、司法に対する国民の信頼回復を理由とした司法改革を実施するため、政

権与党の主導により「法院組織法」、「憲法裁判所法」及び「刑法」の改正が行われた。 
 
1 背景と経緯 
 2025 年 4 月 4 日、憲法裁判所の決定により、尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領が罷免され

た。これに伴い、同年 6 月 3 日に大統領選挙が実施されることとなり、最大野党「共に民主党」

からは、同党代表を務めていた李在明（イ・ジェミョン）候補が大統領候補に選出された。 

 他方、大法院（日本の最高裁判所に相当）は、2025 年 5 月 1 日、李在明候補が公職選挙法違

反に問われていた事件の上告審において、二審の無罪判決を破棄し、審理をソウル高等法院（日

本の高等裁判所に相当）に差し戻した1。これに対し、「共に民主党」は、大統領選挙への不当

な介入であるとして強く反発した2。最終的に、大統領選挙では李在明候補が勝利を収めた。 

2025 年 6 月 4 日の李在明政権の発足後、政権与党となった「共に民主党」は、大法院に対す

る圧力を強め、同党の鄭清来（チョン・チョンネ）代表が、曺喜大（チョ・ヒデ）大法院長（日

本の最高裁判所長官に相当。任期 6 年）に公然と辞任を要求する事態に発展した3。 

さらに 2025 年 10 月 20 日、「共に民主党」は、司法に対する国民の信頼を回復し、迅速で公

正な裁判を受ける権利を保障するため、大法官（日本の最高裁判所判事に相当）の増員、裁判

訴願（後述）導入等の司法改革案を公表した4。同党は、これらの改革に、同党が 2024 年から

推進してきた「法わい曲罪」（後述）の新設を加えた司法改革を実現するため、「法院組織法」、

「憲法裁判所法」及び「刑法」の一部改正法律案（通称「司法改革 3 法」）の成立を強力に推進

した。これに対し最大野党「国民の力」は、「共に民主党」が司法を掌握しようとしていると

批判したが5、国会の過半数を占める「共に民主党」により 2026 年 2 月 26 日から同月 28 日の

間に「司法改革 3 法」は国会本会議で順次可決され、いずれも同年 3 月 12 日に公布された6。 
 
2 改正法院組織法（法律第 21451 号、2026 年 3 月 12 日施行） 
改正法院組織法7第 4 条により、大法院長を含む大法官の数が、法改正前の 14 人から 26 人に

 
＊ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2026 年 6 月 10 日である。 
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増員される。増員される 12 人のうち、4 人は公布後 2 年を経過した日（2028 年 3 月 13 日）か

ら、4 人は同 3 年を経過した日（2029 年 3 月 13 日）から、4 人は同 4 年を経過した日（2030 年

3 月 13 日）から、それぞれ増員される（附則第 1 条）。これにより、増員される 12 人の大法

官は、全て李在明大統領の任期（2025 年 6 月 4 日～2030 年 6 月 3 日）内に同大統領が任命す

ることが可能となる。さらに、現在の大法官の多くも残りの任期が 4 年未満のため、最大で 26

人中 22 人が、同大統領が任命した大法院長及び大法官となる見込みである。 

 
3 改正憲法裁判所法（法律第 21452 号、2026 年 3 月 12 日施行） 

 改正前の憲法裁判所法第 68 条では、公権力の行使又は不行使により憲法上保障された基本

権を侵害された者は、法院（日本の裁判所に相当）の裁判を除いては、憲法裁判所に憲法訴願

審判を請求することができるとされていた。 

 今回、改正憲法裁判所法第 68 条8において「法院の裁判を除いては」というただし書が削除

され、法院の確定した裁判に対する憲法訴願審判（裁判訴願）が可能となった。ただし①法院

の裁判が憲法裁判所の決定に反する趣旨で裁判することにより基本権を侵害した場合、②法院

の裁判が憲法及び法律で定めた適法な手続を経ないことにより基本権を侵害した場合、③法院

の裁判が憲法及び法律に違反することにより基本権を侵害したことが明らかな場合に限られる。 
 
4 改正刑法（法律第 21450 号、2026 年 3 月 12 日施行） 

 改正刑法9第 123 条の 2 により、「法わい曲罪」が新設された。刑事事件の裁判に関与する裁

判官、公訴の提起若しくは維持を行う検察官又は犯罪捜査に関する職務を遂行する者が、他人

に違法若しくは不当な利益を与え、又は（他人の）権利及び利益を害する目的で、裁判又は捜

査中の刑事事件に関して次のいずれかの行為を行った場合は、10 年以下の懲役及び 10 年以下

の資格停止が科される。①法令の適用要件を満たしていないことを知りながら適用し、又は適

用しなければならない法令であることを知りながら適用せず、意図的に裁判又は捜査の結果に

影響を及ぼした場合。ただし、法令解釈の合理的範囲内で行われた裁量的判断を除く。②事件

に関する証拠を隠滅、隠匿、偽造若しくは変造し、又は変造された証拠をそれと知りながら裁

判若しくは捜査に使用した場合。③暴行、脅迫、偽計その他の方法により違法に証拠を収集し、

又は適法な証拠が存在しないことを知りながら犯罪事実を認定した場合。 

 
5 「司法改革 3 法」に対する懸念 

 法曹界、市民団体からは、制度設計が不十分なまま司法改革が進められることに懸念が表明

されている。大法官の増員ペースが速すぎること、裁判訴願の適用範囲に関する議論が不足し

ていること等が指摘されているほか、「法わい曲罪」に対しては、内容が不明確で、裁判官を

萎縮させる可能性があり、司法の独立を損なうおそれがあるとの声が上がっている10。 
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